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Ⅰ．当社の概況及び組織に関する事項

１．商号

　　ＯＫＢ証券株式会社

２．登録年月日（登録番号）

　　２０１９年８月６日（東海財務局長（金商）第191号）

３．沿革及び経営の組織

会社の沿革

　金融商品取引業登録、ＯＫＢ証券株式会社へ商号変更、

　日本投資者保護基金加入

経営の組織

(１)

年　　　月 沿　　　革

2019年 3月 　ＯＫＢ証券設立準備株式会社設立

2019年 8月

株
主
総
会

2019年 9月 　日本証券業協会加入

2019年10月 　営業開始

(２) （2023年３月31日現在）

管
理
部
門

総務部

取
締
役
会

代
表
取
締
役

営
業
部
門

金融商品仲介部

監
査
役

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス

委
員
会

コンプライアンス部

事務システム部
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４．株主の氏名又は名称、所有数及び議決権割合

５．取締役及び監査役の氏名及び役職名

６．政令で定める使用人の氏名

該当ありません

金融商品取引業に関し、法令等（法令、法令に基づく行政官庁の処分又は定款その他の

 取締役 金山　均 無

割合

 監査役 佐曽利　浩二

 監査役 可知　正英 － 非常勤

 代表取締役社長 青木　栄治 有

無

株式会社　大垣共立銀行 30,000 株 100.00%

（2023年３月31日現在）

役職名 氏名又は名称 代表権の有無 常勤・非常勤の別

－ 非常勤

役　　職　　名

山田　征樹 常　勤

常　勤

 取締役

保有株式数

（2023年３月31日現在）

氏名又は名称

(１)

山田　　征樹 常務取締役（内部管理統括責任者）

高見澤　茂樹 コンプライアンス部長（内部管理統括補助責任者）

(２) 投資助言業務（金融商品取引法第28条第６項に規定する投資助言業務をいう。）又は

規則をいう。）を遵守させるための指導に関する業務を統括する者（部長、次長、課長そ

の他いかなる名称を有する者であるかどうかを問わず、当該業務を統括する者の権限を代

行し得る地位にある者を含む。）の氏名

（2023年３月31日現在）

氏　　　名

無 非常勤

投資運用業（同条第４項に規定する投資運用業をいう。）に関し、助言又は運用（その

指図を含む。）を行う部門を統括する者（金融商品の価値等（金融商品取引法第２条第

８項第11号ロに規定する金融商品の価値等をいう。）の分析に基づく投資判断を行う者

を含む。）の氏名

林　聖文

常　勤

 常務取締役
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７．業務の種別

及び第17号）

・

・

・ 取引所金融商品市場における有価証券の売買の委託の取次ぎ、又は外国金融商品

市場における有価証券の売買の委託の取次ぎ

・

・

金融商品取引業に付随する業務（金融商品取引法　第35条第１項）

（1）に記載した金融商品取引業に付随する業務

８．本店その他の営業所又は事務所の名称及び所在地

９．他に行っている事業の種類

該当ありません

10．苦情処理及び紛争解決の体制

特定非営利活動法人証券・金融商品あっせん相談センター（ＦＩＮＭＡＣ）

11．加入している金融商品取引業協会

日本証券業協会

12．加入している金融商品取引所

該当ありません

13．加入している投資者保護基金

日本投資者保護基金

名　　　称 所　　在　　地

　本店
 〒５０３－０８８７ 

岐阜県大垣市郭町２丁目２５番地

（手続実施基本契約を締結している指定紛争解決機関）

業務の種別

有価証券の売買

有価証券の売買の取次ぎ

(２)

有価証券の募集若しくは売出しの取扱い又は私募の取扱い

有価証券等管理業務（金銭又は有価証券の保護預り、社債・株式等振替）

(１) 金融商品取引業（金融商品取引法　第２条第８項第１号から第３号、第９号、第16号
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Ⅱ．業務の状況に関する事項

１．当期の業務の概要

当期のわが国経済は、４～６月期に新型コロナウイルス感染症のまん延防止等重点措置解除

による個人消費の増加がみられ、実質GDP成長率３四半期連続のプラスとなったものの、生活

必需品の値上がりや金利、資材価格上昇による住宅投資の鈍化など、引き続きコロナ禍の影響

により個人消費が下押し圧力にさらされ、７～９月期においても、内需はプラスを維持したも

のの、輸出が中国経済などの減速を背景に伸び悩んだことで４四半期ぶりのマイナス成長とな

りました。

10～12月期においては、在庫投資の減少を受けて内需がマイナスとなったものの、外需はイ

ンバウンド消費の回復からプラス成長に転じる動きをみせ、2023年に入ってからも、生活必需

品の値上がりによる消費者の購買力低下や中国などへの輸出の停滞が重石となる一方で、コロ

ナ禍で低下した人出の増加、インバウンド消費のさらなる回復、部品不足の緩和による自動車

の生産回復などにより緩やかな成長を維持する見通しとなっています。

このような経済環境のもと、日経平均株価は、レンジ内での横這い相場となり、年度ベース

の騰落率も0.8%の上昇にとどまったものの、円安が株価を下支えする中、コロナ禍からの経済

活動再開の恩恵を受ける銘柄が上昇する動きになりました。

こうした中、開業４年目となる当期は、「主要な収益源である仕組債の取扱い水準を維持し

つつ、公募投信の募集等にも注力して安定収益源である信託報酬の底上げを図る」との方針の

下、取り組みました。しかしながら、当中間期末以降、金融商品仲介業務の委託先である株式

会社大垣共立銀行で仕組債の販売態勢の見直しが行われることとなり、当社も仕組債の取扱い

を中断せざるを得ない事態となりました。また、不振が続いていた公募投信の募集等につきま

しても、仕組債の取扱い中断以降、仕組債の償還金が流入する等して増加に転じましたが、そ

れまでの不振分を補うには至りませんでした。

当期の業績につきましては、営業収益は前年同期比291,384千円減少の874,654千円、販売

費・一般管理費は前年同期比195,355千円減少の904,294千円となり、営業利益は前年同期比

94,098千円減少の33,647千円の損失となりました。

この結果、経常利益は前年同期比93,933千円減少の33,606千円の損失、当期純利益も前年同

期比111,474千円減少の49,665千円の損失となり、減収減益となりました。
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２．業務の状況を示す指標

経営成績等の推移

株 株 株

(受入手数料)

((委託手数料))

((その他受入手数料))

(トレーディング損益)

((債券等))

((その他))

(金融収益)

(その他の営業収益)

 金融費用

（注）純営業収益＝営業収益－金融費用

有価証券引受・売買等の状況

① 株券の売買高の状況（電子記録移転有価証券表示権利等に係るものを除く。）

計 8,659 11,690 15,101

委　 　託 8,659 11,690 15,101

自　 　己 － － －

2021年３月期 2022年３月期 2023年３月期

(２)

（単位：百万円）

 当期純損益 1,817 61,809 △49,665

 経常損益 3,093 60,327 △33,606

 純営業収益 1,082,364 1,160,100 870,646

36,079 93,167 114,943

4,434 5,938 4,008

171,868 172,384 152,797

823 1,011 378

((募集・売出し・特定投資
家向け売付け勧誘等の取扱
い手数料))

227,862 292,124 279,148

619,368 561,691 275,082

621,112 566,277

29,051 41,073 48,446

292,994 426,365 442,538

 営業収益 1,086,798 1,166,038 874,654

 発行済株式総数 30,000 30,000 30,000

 資本金 1,500,000 1,500,000 1,500,000

2021年３月期 2022年３月期 2023年３月期

(１)

（単位：千円）

278,940

1,743 4,586 3,857
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（電子記録移転有価証券表示権利等に係るものを除く。）

その他業務の状況

該当ありません

(３)

21,263 5,322 － －

２
０
２
3
年
３
月
期

 合　計 － － －

 その他 － － － － － － －

 受益証券 21,062 － － －

－ 社債券 － － － － 5,322 －

 特殊債券 － － － － － － －

 地方債証券 － － － －

－

－ － －

 国債証券 － 201 －

金　額 － － － －

－ － － －
 株券

株　数 － － －

 合　計 － － － 13,972 4,370 8,057 －

 その他 － － － － － － －

－ 受益証券 13,806 － 8,057

－ － 社債券 － － － － 4,370

－ － 特殊債券 － － － － －

金　額 － － － － －

－ － －

 地方債証券 － － － －

２
０
２
２
年
３
月
期

 株券
株　数 － － － －

4,087 － 合　計 － － － 10,431 3,928

－ －

 国債証券 － 166 － －

 その他 － － － － － － －

 受益証券 9,815 － 4,087 －

－ 社債券 － － － － 3,928 －

 特殊債券 － － － － － － －

 地方債証券 － － － －

－616 －

金　額 － － － －

－ － － －

２
０
２
1
年
３
月
期

 株券
株　数 － － －

売出しの
取扱高

私募の
取扱高

特定投資
家向け売
付け勧誘
等の取扱

高

② 有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価証券の募

集、売出し及び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状況

（単位：千株、百万円）

引受高 売出高

特定投資
家向け売
付け勧誘
等の総額

募集の
取扱高

－ － －

 国債証券 －
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自己資本規制比率の状況

使用人の総数及び外務員の総数

 （うち外務員） (24) (26) (18)

 使用人 26 28 21 

(５)

2021年３月期 2022年３月期 2023年３月期

 基礎的リスク相当額 158 172 157

 暗号等資産等による控除額 － －

 取引先リスク相当額 22 19 17

 市場リスク相当額 － － －

リスク相当額（Ｂ） 180 191 174

　自己資本（Ａ）

　（Ａ／Ｂ×100）

 固定化されていない
1,240 1,290 1,251

 自己資本規制比率
687.90 674.20 715.80

(４)

（単位：％、百万円）

2021年３月期 2022年３月期 2023年３月期

－
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Ⅲ．財務の状況に関する事項

１．経理の状況

貸借対照表

　個別貸倒引当金 △2,800 －

　敷金及び保証金 14,424 14,426

　長期前払費用 466 266

　繰延税金資産 14,973 －

　その他の投資等 2,800 －

 資産合計 6,714,307 7,041,849

　投資その他の資産 29,864 14,692

ソフトウェア 220 13,884

　無形固定資産 220 13,884

リース資産 7,425 5,458

　器具・備品 11,985 7,203

　建物 40,887 39,019

　有形固定資産 60,297 51,682

 固定資産 90,382 80,260

　未収収益 49,484 49,455

　未収入金 27,076 12,810

　前払費用 2,115 2,174

　前払金 － 14

　募集等払込金 81,650 3,100

　立替金 1 －

　約定見返勘定 31,067 274

　顧客分別金信託 4,500,000 5,200,000

　預託金 4,500,000 5,200,000

　現金・預金 1,932,530 1,693,760

 流動資産 6,623,925 6,961,589

（資産の部）

前事業年度 当事業年度

（2022年３月31日） （2023年３月31日）

(１)

（単位：千円）
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リース債務

リース債務

 負債・純資産合計 6,714,307 7,041,849

 純資産合計 1,382,810 1,333,144

　繰越利益剰余金 △117,189 △166,855

　その他利益剰余金 △117,189 △166,855

　利益剰余金 △117,189 △166,855

　資本金 1,500,000 1,500,000

 株主資本 1,382,810 1,333,144

（純資産の部）

 負債合計 5,331,496 5,708,705

　金融商品取引責任準備金 412 714

 特別法上の準備金 412 714

5,458 3,492

　その他の固定負債 5,458 3,492

　役員退職慰労引当金 225 981

 固定負債 5,683 4,473

1,966 1,966

　その他の流動負債 1,966 1,966

　賞与引当金 10,885 7,703

　未払法人税等 15,158 4,329

　未払費用 83,262 46,335

　未払金 1,034 767

　その他の預り金 49,218 78,405

　顧客からの預り金 5,163,874 5,564,008

　預り金 5,213,093 5,642,414

 流動負債 5,325,400 5,703,516

（負債の部）

（単位：千円）

前事業年度 当事業年度

（2022年３月31日） （2023年３月31日）
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損益計算書

その他の営業収益

 当期純損益 61,809 △49,665

 法人税等調整額 △14,973 14,973

 法人税・住民税及び事業税 9,851 1,063

 税引前当期純損益 56,687 △33,628

　金融商品取引責任準備金繰入 239 302

 特別損失 3,639 302

 特別利益 － 280

－

 経常損益 60,327 △33,606

 営業外費用 150 －

 営業外収益 26 40

 営業損益 60,451 △33,647

　その他販売費・一般管理費 55,934 54,754

　租税公課 10,908 9,882

　減価償却費 9,010 10,455

　事務費 321,246 270,771

　不動産関係費 16,330 17,473

　人件費 215,276 211,520

　取引関係費 470,943 329,435

 販売費・一般管理費 1,099,649 904,294

 純営業収益 1,160,100 870,646

 金融費用 5,938 4,008

172,384 152,797

　金融収益 1,011 378

トレーディング損益 566,277 278,940

　受入手数料 426,365 442,538

至 2022年３月31日 至 2023年３月31日

 営業収益 1,166,038 874,654

(２)

（単位：千円）

前事業年度 当事業年度

自 2021年４月１日 自 2022年４月１日

 　個別貸倒引当金戻入額

　減損損失

　個別貸倒引当金繰入額

600

2,800

－

－ 280
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株主資本等変動計算書

前事業年度（自 2021年４月１日　至 2022年３月31日）

当事業年度（自 2022年４月１日　至 2023年３月31日）

その他利益
剰余金

△49,665

－ － － － －

1,333,144

△49,665 △49,665 △49,665

△49,665 △49,665 △49,665

利益剰余金

株主資本
合計

 当期変動額

 当期末残高 1,500,000 △166,855 △166,855 1,333,144

 当期変動額合計 － △49,665

 当期首残高 1,500,000

（単位：千円）

　当期純損益 －

利益剰余金
合計繰越利益

剰余金

株主資本

純資産
合計

資本金

1,382,810

△117,189 △117,189 1,382,810 1,382,810

　新株の発行

 当期末残高 1,500,000 △117,189 △117,189 1,382,810

 当期変動額合計 － 61,809 61,809 61,809 61,809

61,809　当期純損益 － 61,809 61,809 61,809

　新株の発行 － － － － －

 当期変動額

 当期首残高 1,500,000 △178,999 △178,999 1,321,000 1,321,000

資本金

利益剰余金

株主資本
合計

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計

(３)

（単位：千円）

株主資本

純資産
合計

繰越利益
剰余金
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個別注記事項

【重要な会計方針に係る事項に関する注記】

１．固定資産の減価償却の方法 １．固定資産の減価償却の方法

有形固定資産(リース資産を除く) 有形固定資産(リース資産を除く)

同左

無形固定資産（リース資産を除く） 無形固定資産（リース資産を除く）

同左

リース資産 リース資産

同左

２．引当金及び特別法上の準備金計上基準 ２．引当金及び特別法上の準備金計上基準

賞与引当金 賞与引当金

同左

役員退職慰労引当金 役員退職慰労引当金

同左

貸倒引当金 貸倒引当金

同左

（２）

　役員に対する退職慰労金の支払に備える
ため、内規に基づく当事業年度末における
支給見積額を計上しております。

（３）

　債権等の貸倒損失に備えるため、一般債
権については貸倒実績率により、貸倒懸念
債権等特定の債権については個別に回収可
能性を検討し、回収不能見込額を計上して
おります。

（２）

前事業年度 当事業年度

（自 2021年４月１日　至 2022年３月31日） (自 2022年４月１日　至 2023年３月31日）

（１） （１）

　定率法を採用しております。（ただし、
建物、建物附属設備及び構築物について
は、定額法を採用しています。）また、主
な耐用年数は次のとおりであります。

　建　 　物　 15年～50年
　器具・備品  4年～20年

（２）

(４)

　自社利用のソフトウェアについては、社
内における利用可能期間（５年）に基づく
定額法を採用しております。

（３）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引
に係る「有形固定資産」中のリース資産
は、リース期間を耐用年数とした定額法に
より償却しております。なお、残存価額に
ついては、リース契約上に残価保証の取決
めがあるものは当該残価保証額とし、それ
以外のものは零としております。

（１）

　当社の計算書類は、「会社計算規則」（平成18年２月７日法務省令第13号）及び「金融商品取引業等に
関する内閣府令」（平成19年８月６日内閣府令第52号）並びに「有価証券関連業経理の統一に関する規
則」（昭和49年11月14日付日本証券業協会自主規制規則）に準拠して作成しております。
　記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

（２）

（３）

（１）

（３）

　従業員への賞与の支給に備えるため、従
業員に対する賞与の支給見込額のうち、当
事業年度に帰属する額を計上しておりま
す。
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金融商品取引責任準備金 金融商品取引責任準備金

同左

３．収益及び費用の計上基準 ３．収益及び費用の計上基準

同左

４．その他計算書類作成のための基本となる重要 ４．その他計算書類作成のための基本となる重要

　な事項 　な事項

消費税等の会計処理

外貨建の資産及び負債の本邦通貨への 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

換算基準 同左

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基
準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会
計基準」という。）等を適用しており、約束し
た財又はサービスの支配が顧客に移転した時点
で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見
込まれる金額で収益を認識しております。

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税
抜方式によっております。

　外貨建金銭債権債務は、決算日の為替相
場による円換算額を付しております。

　金融商品取引の事故による損失に備える
ため、金融商品取引法第46条の5の規定に基
づき、「金融商品取引業等に関する内閣府
令」第175条に定めるところにより算出した
額を計上しております。

（１）

前事業年度 当事業年度

（自 2021年４月１日　至 2022年３月31日） (自 2022年４月１日　至 2023年３月31日）

（４）

（２）

（４）
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【貸借対照表に関する注記】

１．有形固定資産の減価償却累計額 １．有形固定資産の減価償却累計額

千円

２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 ２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 短期金銭債権 千円

短期金銭債務 短期金銭債務 千円

長期金銭債務 長期金銭債務 千円

【損益計算書に関する注記】

関係会社との取引高 関係会社との取引高

営業取引による取引高 営業取引による取引高

営業収益 千円 営業収益 千円

営業費用 千円 営業費用 千円

営業取引以外の取引による取引高 営業取引以外の取引による取引高

千円 千円

【株主資本等変動計算書に関する注記】

１．当事業年度末における発行済株式の数 １．当事業年度末における発行済株式の数

　普通株式 　普通株式

２．当事業年度末における自己株式の種類及び総数 ２．当事業年度末における自己株式の種類及び総数

　該当ありません。 　該当ありません。

３．剰余金の配当に関する事項 ３．剰余金の配当に関する事項

　該当ありません。 　該当ありません。

23,892

当事業年度

(自 2022年４月１日　至 2023年３月31日）

前事業年度

（自 2021年４月１日　至 2022年３月31日）

172,410

36,414千円

株

(自 2022年４月１日　至 2023年３月31日）

152,798

前事業年度

（自 2021年４月１日　至 2022年３月31日）

30,000

当事業年度

前事業年度（2022年３月31日） 当事業年度（2023年３月31日）

株

3,492

1,655,457

53,269

30,000

455,459

99

27,173

1,422,995千円

千円

千円

315,865

139

5,458
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【税効果会計に関する注記】

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産 繰延税金資産

　賞与引当金 　賞与引当金

　繰延資産 　繰延資産

　減価償却超過額 　減価償却超過額

　未払事業税 　未払事業税

　繰越欠損金 　繰越欠損金

　その他 　その他

繰延税金資産小計 繰延税金資産小計

評価性引当額 評価性引当額

繰延税金資産合計 繰延税金資産合計

2,884 2,185

△ 53,590 千円

千円

千円

53,590

千円

1,144 千円

千円

前事業年度（2022年３月31日） 当事業年度（2023年３月31日）

千円 2,303 千円

47,408

3,254

△ 29,789

14,973 千円

千円

934

-

1,874

35,815

千円

千円

千円

千円

-

千円

千円 -

44,763 千円

548 千円
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【金融商品に関する注記】

前事業年度（2022年３月31日）

１．金融商品の状況に関する事項

２．金融商品の時価等に関する事項

（注）金融商品の時価の算定方法

資産 ①現金・預金、②預託金、③約定見返勘定

負債 ①預り金

当事業年度（2023年３月31日）

１．金融商品の状況に関する事項

２．金融商品の時価等に関する事項

（注）金融商品の時価の算定方法

資産 ①現金・預金、②預託金、③約定見返勘定

負債 ①預り金

（単位：千円）

負債計 5,642,414

5,642,414

資産計

①預り金

5,200,000

5,213,093

5,642,414 -

-

274 -

時　　価 差　　額

①現金・預金

　当社は、資金運用については短期的な預金等に限定しております。
　預り金は主に顧客から預った金銭の残高であり、金融商品取引法の定めに基づき、顧客分別金とし
て信託銀行に預託の上、分別管理しております。預託金は主に当該顧客分別金に係る預託によるもの
であります。なお、流動性リスク管理の観点から、親会社である株式会社大垣共立銀行にて当座貸越
枠を設定し、資金調達を行っています。

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿
価額によっております。

4,500,000

274

5,213,093

31,067

1,693,760 1,693,760 -

5,642,414

負債計 5,213,093

6,894,034 6,894,034 -

4,500,000②預託金

時　　価 差　　額

　当社は、資金運用については短期的な預金等に限定しております。
　預り金は主に顧客から預った金銭の残高であり、金融商品取引法の定めに基づき、顧客分別金とし
て信託銀行に預託の上、分別管理しております。預託金は主に当該顧客分別金に係る預託によるもの
であります。なお、流動性リスク管理の観点から、親会社である株式会社大垣共立銀行にて当座貸越
枠を設定し、資金調達を行っています。

-

③約定見返勘定

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿
価額によっております。

①現金・預金

①預り金

1,932,530

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

②預託金 5,200,000

貸借対照表計上額

-

31,067

5,213,093 -

-

資産計 6,463,597

（単位：千円）

貸借対照表計上額

1,932,530 -

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

③約定見返勘定

6,463,597 -

-
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【関連当事者との取引に関する注記】

前事業年度（2022年３月31日）

１．親会社及び法人主要株主等

上記金額のうち、取引金額には消費税等を含めておりません。

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１） 一般の取引と同様な条件で行っております。なお、取引金額は平均残高を記載しております。

（注２）

（注３）

（注４） 人件費については、出向元の給与水準に基づき決定しております。

当事業年度（2023年３月31日）

１．親会社及び法人主要株主等

上記金額のうち、取引金額には消費税等を含めておりません。

取引条件及び取引条件の決定方針等

一般の取引と同様な条件で行っております。なお、取引金額は平均残高を記載しております。

人件費については、出向元の給与水準に基づき決定しております。

金融商品仲介業
務の委託

300,521 未払費用

162,061出向社員の受入

短期借入金 -

事務の受託 152,797

金融商品仲介手数料
の支払(注３)

人件費の支払(注４)

-

預金の預入(注１)

資金の借入(注１)

金融商品仲介業務の委託に係る仲介手数料の支払については、その業務内容を踏まえ、当社と株式
会社大垣共立銀行が適正と判断する料率を決定しております。

取引の内容

期末残高取引の内容

（注１）

（注２）

（注３）

（注４）

事務の受託に係る事務代行手数料の受入については、その業務内容を踏まえ、当社と株式会社大垣
共立銀行が適正と判断する額に決定しております。

21,818

未収収益

事務の受託に係る事務代行手数料の受入については、その業務内容を踏まえ、当社と株式会社大垣
共立銀行が適正と判断する額に決定しております。

金融商品仲介業務の委託に係る仲介手数料の支払については、その業務内容を踏まえ、当社と株式
会社大垣共立銀行が適正と判断する料率を決定しております。

事務代行手数料の受
入(注２)

（単位：千円）

（単位：千円）

種類
会社等の
名　称

議決権等の
被所有割合

親会社

種類
会社等の
名　称

議決権等の
被所有割合

関連当事者
との関係

取引金額

14,975

出向社員の受入

金融商品仲介手数料
の支払(注３)

168,471

株式会社
大垣共立

銀行

直接
100％

預金取引 886,310 現金・預金

科　目 期末残高

資金調達

1,404,337

192,602

現金・預金 1,557,021

資金調達 284,657 短期借入金資金の借入(注１)

16,268

金融商品仲介業
務の委託

437,683

人件費の支払(注４)

事務代行手数料の受
入(注２)

関連当事者
との関係

取引金額 科　目

未払費用 51,070

172,384親会社

預金の預入(注１) 778,021

事務の受託 未収収益
株式会社
大垣共立

銀行

直接
100％

預金取引

17



【収益認識関係に関する注記】

　収益を理解するための基礎となる情報 同左

　主な収益を以下の通り認識しております。

　受入手数料

　主として、①委託手数料、②募集、売出取扱

　手数料、③信託報酬であります。

①

②

③

　その他の営業収益

【１株当たり情報に関する注記】

１．１株当たり純資産額 円 67 銭 １．１株当たり純資産額 円 15 銭

２．１株当たり当期純利益 円 32 銭 ２．１株当たり当期純損失 円 51 銭

委託手数料においては、顧客と締結した取
引約款・規定等に基づいて、売買執行サー
ビス等を履行する義務を負っております。
当履行義務は、当社が注文を執行する都度
充足されることから、約定時点（一時点）
で収益を認識しております。通常の支払期
限について、履行義務の充足時点である約
定日から概ね数営業日以内に支払を受けて
おります。

募集、売出取扱手数料においては、有価証
券の引受会社等との契約に基づき、募集・
売出に係るサービス等を履行する義務を
負っております。当履行義務は、募集等の
申し込みが完了した時点で充足されること
から、募集等申込日等の当該業務の完了時
（一時点）に収益を認識しております。通
常の支払期限について、履行義務の充足時
点である募集等申込日から払込日又は受渡
日等までに支払を受けております。

前事業年度

（自 2021年４月１日　至 2022年３月31日）

信託報酬においては、運用会社（委託会
社）との契約に基づき、委託された事務を
履行する義務を負っております。当履行義
務は、当社が受益者（ファンドの保有者）
への収益分配金および償還金の支払いや運
用報告書の交付など日々事務を行うことと
同時に運用会社により便益が費消されるた
め、一定期間にわたり収益を認識しており
ます。通常の支払期限について、投資信託
約款に定める毎計算期末又は信託終了のと
きに支払を受けております。

　親会社（株式会社大垣共立銀行）から委託さ
れた事務に対する手数料であり、親会社との契
約に基づき、委託された事務を履行する義務を
負っております。当履行義務は、当社が日々事
務を行うことと同時に親会社により便益が費消
されるため、一定期間にわたり収益を認識して
おります。通常の支払期限について、手数料計
算基準日から翌月末までに支払を受けておりま
す。

当事業年度

(自 2022年４月１日　至 2023年３月31日）

前事業年度

（自 2021年４月１日　至 2022年３月31日）

44,438

1,655

当事業年度

(自 2022年４月１日　至 2023年３月31日）

2,060

46,093

18



２．借入金の主要な借入先及び借入金額

 該当ありません  該当ありません

３．保有する有価証券の取得価額、時価及び評価損益

４．デリバティブ取引の契約価額、時価及び評価損益

（トレーディング商品に属するものとして経理された取引を除く。）

５．財務諸表に関する会計監査等による監査の有無

当事業年度

(自 2022年４月１日　至 2023年３月31日）

　同左

 該当ありません

当事業年度

（2022年３月31日）

前事業年度 当事業年度

前事業年度 当事業年度

（2022年３月31日） （2023年３月31日）

 該当ありません  該当ありません

前事業年度

　貸借対照表、損益計算書 、株主資本等変動計
算書及び個別注記表並びにその附属明細書につい
ては、会社法第436条第２項第１号の規定に基づ
き、有限責任あずさ監査法人の監査を受け、監査
報告書を受理しております。

前事業年度

（自 2021年４月１日　至 2022年３月31日）

（2023年３月31日）

 該当ありません

（2022年３月31日） （2023年３月31日）
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Ⅳ．管理の状況

１．内部管理の状況の概要

コンプライアンス態勢

(２) 内部管理態勢

(３) コンプライアンス教育、研修

(４) お客さまからの相談、苦情

２．分別管理の状況

金融商品取引法第43条の２の規定に基づく分別管理の状況

① 顧客分別金信託の状況

直近差替計算基準日の顧客分別金必要額

期末日現在の顧客分別金信託額

期末日現在の顧客分別金必要額

② 有価証券（電子記録移転有価証券表示権利等を除く。）の分別管理の状況

イ 保護預り等有価証券

株券 株数

債券 額面金額

受益証券 口数

その他 口数

百万口

2022年３月31日 2023年３月31日

(１)

(１)

5,163,874 5,564,008

－ 百万口 40,892 百万口

36,255 百万円

有価証券の種類

現在の金額 現在の金額

2022年３月31日現在 2023年３月31日現在

6 千　株 7,547 千　株

－

－ 百万口0 百万口 － 百万口 0 百万口

6,471 千　株

26,079 百万口

国 内 証 券 外 国 証 券 国 内 証 券 外 国 証 券

5,377,183 4,815,836

4,500,000

百万円 1,041 百万円1,686 百万円 31,249

8 千　株

5,200,000

（単位：千円）

項　 　目

　当社では、日本証券業協会規則に基づき、管理部門の担当役員を内部管理統括責任者、
コンプライアンス部長を内部管理統括補助責任者とし、内部管理態勢の整備に努めており
ます。加えて、営業部門の金融商品仲介部には営業責任者及び内部管理責任者を配置し、
両者を通じて、コンプライアンス重視の営業姿勢を徹底させ、投資勧誘等の営業活動や顧
客管理が適切に行われるように管理しております。なお、内部監査については、コンプラ
イアンス部が被監査部門のリスク管理状況を把握のうえ、リスクの種類や程度に応じた実
効性のある監査を実施しております。

　当社では、すべての役職員がコンプライアンスを厳格に実施し、高い倫理観に基づく良
識ある行動をとれるよう、日常的にコンプライアンスに関する指導を行うとともに、定期
的にコンプライアンス研修を実施しております。

　当社では、お客さまから相談や苦情を受け付けた場合、お客さまの立場を尊重し、お客
さまの意見等を真摯に受け止めるように努め、受付部署とコンプライアンス部が連携し
て、迅速かつ適切に対応するように努めております。

　当社では、コンプライアンスを経営の最重要課題と位置づけ、実効性のあるコンプライ
アンス態勢の確立に努めております。社長を委員長とするコンプライアンス委員会を設置
し、当社におけるコンプライアンスの実践状況を総合的に把握のうえ、統括管理部署であ
るコンプライアンス部を通じて、必要な改善措置等を実施しております。
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ロ 受入保証金代用有価証券

該当ありません

ハ 管理の状況（管理場所別）

金融商品取引法第43条の２の２の規定に基づく区分管理の状況

該当ありません

該当ありません

権利等（金融商品取引法施行令第１条の12第２号に規定する権利を除く。）に限

る。）の区分管理の状況

該当ありません

Ⅴ．連結子会社等の状況に関する事項

１．当社及び子会社等の集団の構成

該当ありません

２．子会社等の商号又は名称、本店又は主たる事務所の所在地、資本金の額、事業の内容等

該当ありません

混合管理 債　　券 386 百万円 1,638 百万円

 日本銀行（日本）

 大和証券（日本）

 大和証券（米国）

 みずほ証券（日本）

 バークレイズ証券（日本）

クレディスイス証券（日本）

百万円 7,370 百万円

7,547 千　株

(２)

そ の 他 0 百万口 0 百万口

（日本） 受益証券 26,079 百万口 40,892 百万口

債　　券 130 百万円 －

1,556 百万円 1,041

混合管理 債　　券 4,989

振替決済

(３)

千　株

混合管理 債　　券 1,677 百万円 1,230 百万円

混合管理 株　　券 6 千　株 8

混合管理 債　　券 24,197 百万円 26,017 百万円

債　　券

管理場所及び国名 管理方法 区　　分 2022年３月31日現在 2023年３月31日現在

 証券保管振替機構 百万円
振替決済

株　　券 6,471 千　株

百万円

金融商品取引法第43条の３の規定に基づく区分管理（電子記録移転有価証券表示権

(３-２) 金融商品取引法第43条の３の規定に基づく区分管理（電子記録移転有価証券表示

利等に係るものを除く。）の状況
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